
資料３

港湾の防災に関する研究会港湾の防災に関する研究会

（第一回）

平成１５年４月１６日成 年 月



目次

１．阪神・淡路大震災の教訓

①広域物流ネ トワ ク確保上の問題点

2

2①広域物流ネットワーク確保上の問題点

②緊急物資等輸送上の問題点

③港湾空間の活用上の問題点

2

8

9

④危機管理体制の問題点

２．阪神・淡路大震災における問題点と原因

３ 震災後に講じた施策

13

14

15３．震災後に講じた施策

４．最近の港湾を取り巻く状況

１）大規模自然災害発生の切迫性

） 安 策

15

17

17
２）テロ等保安対策の必要性

５．港湾の防災の基本的な考え方

６．現状の整理と評価

21

22

23現状 整 評価

１）危機管理体制の現状

２）大規模地震対策施設等の整備の現状

３）事例研究① 名古屋港

23

23

28
３）事例研究①：名古屋港

４）事例研究②：仙台塩釜港

７．現状の課題

31

35

38

2009/12/22 1

８．必要な施策

９．主な論点
39

42



１．阪神･淡路大震災の教訓
①広域物流ネットワーク確保上の問題点

が

• 186バースほぼ全てに被害発生、

摩耶埠頭の耐震強化岸壁を含め９バ スのみ着岸可能（２日後の確認段階）

神戸港の港湾機能が全面的に停止

摩耶埠頭の耐震強化岸壁を含め９バースのみ着岸可能（２日後の確認段階）。

• 港内で貨物の水没、流出・浮遊等が発生し、航泊禁止措置。

摩耶大橋

被災直後の着岸可能バース
神戸大橋

図１ 被災直後の着岸可能バ ス 航泊禁止区域と交通規制箇所

航泊禁止区域

通行止め、一部交通規制
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図１ 被災直後の着岸可能バース、航泊禁止区域と交通規制箇所



１．阪神･淡路大震災の教訓
①広域物流ネットワーク確保上の問題点

が

• 神戸大橋等の港湾物流に欠かせない幹線道路等も被災。

神戸港の港湾機能が全面的に停止

コンテナバース・六甲アイランド コンテナバース・ポートアイランド

神戸大橋ポートターミナル取付部 摩耶大橋
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図１ コンテナバースや背後の臨港道路の被災



１．阪神･淡路大震災の教訓
①広域物流ネットワーク確保上の問題点

響が
• 平成５年当時の神戸港取扱コンテナ貨物の対全国シェアは輸出が29.5％、
輸入が29 7％。

神戸港の機能停止による影響が広域的に波及

輸入が29.7％。

• 神戸港は北陸から九州まで広大な背後圏を有しており、港湾機能停止の影
響は広域にわたる。

H5消費地別船積港別貨物量（輸入）＋生産地別船積港別貨物量（輸出）　神戸

  ～  1
1 2000

神戸
28%大阪

その他
14%

1 ～ 2000
 2000 ～  4000
 4000 ～  6000
 6000 ～  8000
 8000 ～ 10000

 10000 ～ 12000
 12000 ～  

東京

大阪
8%

単位：トン
注 デ

合計
１３，４８１万トン

横浜
22%

名古屋

13%
注）１ヶ月間データ

22%15%
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図２ 神戸港取扱コンテナ貨物の背後圏分布（平成５年）
注：輸出貨物と輸入貨物の合計

図１ 港別外貿コンテナ貨物数（平成５年）



１．阪神･淡路大震災の教訓
①広域物流ネットワーク確保上の問題点

全国主要港湾の物流にも影響

• 神戸港への入港予定船舶の多くが他港に切り替え。コンテナ貨物の受け入れ先は、
近隣の大阪港だけでなく 東京港 横浜港にも変更された

全国主要港湾の物流にも影響

近隣の大阪港だけでなく、東京港、横浜港にも変更された。

• 代替港における急激な貨物増加により、フェリーのバース繰り問題、トラック・乗用車の
駐車場不足、アクセス道路混雑等の混乱が生じた。

・大阪港揚げ積みの実入りコンテナと空コンテナの輸送にともなう道路混雑

名古屋港

4 2%

釜山

2 .0%

清水港

1.0%

R2

R43

湾岸道路

4 .2%
博多港

6.4%

東京港

ポートアイランド

大阪南港

湾岸道路

大阪港

25 .0%

31 .8%

横 港

×自動車専用道路全面通行止
× 一般道路全面通行止
△一般道路交通規制

横浜港

29 .6%
ポートアイランド－大阪南港 ： 通常１時間

（コンテナ回送） ↓
震災後４時間以上

△一般道路交通規制
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図１ 神戸港荷揚げ予定コンテナの受入先

（被災後1週間の調査）

図２ アクセス道路混雑



１．阪神･淡路大震災の教訓
①広域物流ネットワーク確保上の問題点

• 広島工場では、震災前は神戸港・大阪港を経由しタイヤを輸出。

震災後は 近隣の大阪港からの輸出を試みたが 大阪港の取扱能力に関する情報

国内他港へ切り替えたタイヤメーカーの事例

• 震災後は、近隣の大阪港からの輸出を試みたが、大阪港の取扱能力に関する情報
がなかった。

• このため、リスク低減を図り、大阪港、名古屋港、東京港の３港に分散。

結果 特に東京港 名古屋港取扱はコスト リ ドタイムともに増加• 結果、特に東京港、名古屋港取扱はコスト、リードタイムともに増加。

震災前 震災後

神戸港

大阪港大阪港
名古屋港 東京港

在来船
東京港

20,000t

00 ＋

コンテナ船

7,500t

6,000t

7,500t
7,500＋6,500t

内航

外航

北米などへ輸出

コンテナ船
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図１ 震災前後のルートの変化（タイヤメーカーの例）

北米などへ輸出 北米などへ輸出
北米などへ輸出

北米などへ輸出 北米などへ輸出



１．阪神･淡路大震災の教訓

①広域物流ネットワーク確保上の問題点

【被災内容：神戸港【被災内容：神戸港
の港湾機能が全面
的に停止】

186バ ほぼ全

【問題点：災害の影響が広範囲にわたった】

・外貿コンテナ貨物の約３割は神戸港利用貨物であ
り 輸出入ともに神戸港を利用しない都道府県は存•186バースほぼ全て

に被害発生。２日後
には摩耶埠頭の耐震
バ スを含め９バ

り、輸出入ともに神戸港を利用しない都道府県は存
在せず（平成５年）、影響は広域にわたった。

・大阪港、東京港、横浜港等の利用に切り替えたた
バースを含め９バー
スのみ着岸可能。

•港内で貨物の水没、
流出 浮遊等が発生

め、他港においても混雑する等の影響が発生。

流出・浮遊等が発生
し、航泊禁止措置。

•神戸大橋や六甲大橋
等 港湾物流 欠

【個別荷主への影響】

・他港利用の結果、輸送コスト、リードタイムが増加。

等の港湾物流に欠か
せない幹線道路が被
災し、物流へ大きな
影響

・荷主は、例えば大阪港の取扱能力のような情報が不足した
ため、最適な対応とは言えない非効率な物流を行わざるを
得なかった。
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影響。



１．阪神･淡路大震災の教訓

輸

②緊急物資等輸送上の問題点

• 震災発生後、阪神間の陸上輸送の機能が停止した。

• 1/19日以降 阪神間の陸上交通の代替手段として 緊急輸送のみならず

緊急輸送に時間を要した

• 1/19日以降、阪神間の陸上交通の代替手段として、緊急輸送のみならず、
復旧・復興段階まで海上輸送が活躍し、一定の役割を果たした。

• しかし、緊急時のルート開設等に関して、船社や港湾管理者等の間で調整
に時間を要し 緊急輸送ができるようになるまで時間を要したに時間を要し、緊急輸送ができるようになるまで時間を要した。

明石 甲子園

1/19
1/20

1/28
1/21

1/23

KCAT

明石 甲子園
ハーバーランドメリケンパーク

姫路

大阪
弁天埠頭

1/20

1/24
1/24

1/29

1/23

1/23

1/21

1/24

弁天埠頭

大阪
天保山

1/23高速船就航航路
KCAT～天保山 Jet Foil 45KTS
ハーバーランド～天保山 高速艇 30KTS
メリケン～甲子園 高速艇 30KTS

淡路
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メリケン 甲子園 高速艇 30KTS
メリケン～明石 高速艇 25KTS

図１ 震災直後の臨時航路と就航船舶



③港湾空間の活用上の問題点

１．阪神･淡路大震災の教訓

• 神戸市内の住宅の多くが被災した。（約７万戸）

港湾のオープンスペースを活用

• 神戸市内の仮設住宅約３万戸のうち、約20%が神戸港臨港地区内に建設。

• 神戸港と伊丹空港、自衛隊京都桂基地、大阪市役所、大阪城公園とを結ぶヘリコ
プターにより、医師を中心に延べ159人を緊急輸送。

• 震災直後は、ポートアイランドと関西空港間で、簡易トイレ等、緊急物資18ｔを輸送。

• しかし、オープンスペースの利用については、あらかじめ計画されたものはなかった。

神戸港臨港地区内
5,238戸
18%

その他神戸市内
23,940戸

82%

図２ 六甲アイランドの仮設住宅図１ 仮設住宅建設戸数 図３ メリケンパーク ヘリポート
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建 数 図３ メリケンパ ク リポ ト



１．阪神･淡路大震災の教訓

船舶が緊急支援拠点・生活空間を提供
③港湾空間の活用上の問題点

• 炊き出しや入浴、洗濯、避難宿泊として、また、支援要員の宿泊等拠点として、
船舶が活用された。（避難民約24万人、支援要員1.5万人）

しかし サ ビスを必要とした人々に対して 十分なサ ビスを提供できたわけ

船舶が緊急支援拠点 生活空間を提供

• しかし、サービスを必要とした人々に対して、十分なサービスを提供できたわけ
ではない。

海上支援拠点（４～７号突堤等）
炊き出しサービスの提供

海上支援拠点（４～７号突堤等）

医療団､炊き出し要員、ガス・電力復旧要員、消防
救急要員、土木技術職員等のホテルシップ

（深江沖アンカー）
朝食・夕食を交通艇にて
商船大船だまりに運搬

洗濯サービスの提供（ポート
アイランド北公園）
タグ船上に洗濯機6台、

付近住民に洗濯サービス

入浴施設提供（東神戸フェ
リー埠頭）
各船交代で昼間のみ提供
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付近住民に洗濯サ ビス、
558名が利用 200～400名が利用

図１ 船舶の生活機能を利用した海上支援拠点としての活用事例



１．阪神･淡路大震災の教訓

瓦礫を迅速に処分

③港湾空間の活用上の問題点

• 復旧・復興期を通じ、市街地から大量に発生した瓦礫等（約７８１万トン）の仮置・
処分場として、港内埋立地・計画地が活用され、３７２万トンを処理。

瓦礫を迅速に処分

• 瓦礫処分により市街地の復旧のスピードアップに貢献。

• 数ヶ月後に港湾計画を改定する予定であったため、迅速に処理できた。

兵庫基地（木質系）

摩耶埠頭地区

灘浜基地（コンクリート）

深江基地（木質系）深江基地（木質系）
新港突堤
東地区

ポートアイランド 他港で処分
西地区

積出基地六甲アイランド南地区

長田港基地
（コンクリート）

ポ トアイランド
（第２期）地区

他港で処分
（フェニックス）
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図１ 瓦礫の海上輸送ルート

処分場所



１．阪神･淡路大震災の教訓

②緊急物資等輸送 問 点②緊急物資等輸送上の問題点

被災内容 港湾での対応 問題点

・阪神間の陸上交通機関の ・代替輸送として海上輸送サービスが ・ルート開設の調整等に時間を
ビ

③港湾空間の活用上の問題点

機能停止 提供された。 要し、サービス提供までに震災
後２日が経過していた。

被災内容 港湾での対応 問題点

・住宅等建物の倒壊 ・港湾空間のオープンスペースを活
用して仮設住宅を受け入れた

・あらかじめ計画されたもので
なか た （たまたまオ プンス

③港湾空間の活用上の問題点

用して仮設住宅を受け入れた。

・数ヶ月後が港湾計画の策定時期で

なかった。（たまたまオープンス
ペースがあったので活用し
た。）

あったため、計画変更、埋立免許等
の手続きがすぐ実行され、瓦礫処分
がスムーズに行われた。

・通常、海面処分を行う場合

は、港湾計画の変更、埋立申
請等に長期を要する。

・陸上の復興を促進するため、港湾で
も瓦礫の処分が行われた。 ・神戸港外への処分について

は、港湾建設局で調整。（大阪
湾フェニックス）
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湾フェニックス）

・ライフラインの停止 ・支援者向けに様々な支援が行われ
た。

・必要とする人々に対し十分な
サービスを提供できなかった。



１．阪神･淡路大震災の教訓
④危機管理体制の問題点

被災施設の状況把握に時間を要した
• 港湾では国土交通省、地方整備局、港湾管理者、公社、施設利用者（船
社、港運等）など多くの主体が存在。社、港運等）など多くの主体が存在。

• それぞれの主体ごとに港湾施設の利用可否について情報把握に努めた。

• しかし、通信手段が断絶、情報収集の役割分担が未確定、港湾管理者
が地方自治体の業務に労力を必要としたこと等から、現地の全体の港湾

本省

が地方自治体の業務に労力を必要としたこと等から、現地の全体の港湾
施設利用状況の把握に約２日を要した。

政府対策本部
報告調査

地方整備局
（港湾建設局）

港湾管理者
情報の把握

兵庫県対策本部

報告
報告

報告

調査

報告

・人命救助などの支援の
ため、要員が不足。

神戸市対策本部

直轄事務所

港湾管理者
港湾施設
被害状況

情報の把握各主体が個々

報告

ため、要員が不足。情報の把握

情報の把握

情報の把握

各主体が個々
に情報把握

回答

問い合わせ
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公社 港湾利用者



①広域物流ネットワーク確保上の問題点：物流ネットワークへ障害が生じ、災
害の影響が広域化した

２．阪神･淡路大震災における問題点と原因

原因

広域物流ネットワーク確保に関する認識の不足

害の影響が広域化した。

緊急物資輸送対応や主要幹線物流（コンテナ）対応の耐震強化岸

原因

②緊急物資等輸送上の問題点：緊急物資輸送への対応が遅れた。

緊急物資輸送対応や主要幹線物流（コンテナ）対応の耐震強化岸
壁と臨港道路の耐震化が連携した計画がなされていなかった。

耐震強化施設の絶対量の不足 震災前には、緊急物資輸送対応の耐震強化岸壁が６バース計画さ
れていたが、当時、整備されていたのは３バースのみであった。

原因

③港湾空間の活用上の問題点：港湾空間の有効活用が不十分。
原因

臨海部において防災拠点が未計画 オープンスペースの活用、瓦礫処分に一定の
役割を果たしたが、計画性、迅速性に欠けた。

④危機管理体制の問題点：被災施設の状況把握に時間を要した。

危機管理体制が未構築

原因

•情報伝達が断絶し、代替手段がなかった。
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危機管理体制が未構築
情報伝達が断絶し、代替手段がなかった。

•主体間で役割分担が不明確であった。



１）国土交通省港湾局の施策

３．震災後に講じた施策

震災直後に「兵庫県南部地震により被災した神戸港

港湾計画策定時の配慮

港湾計画の基本的な事項に関する基準を定める省令（H12 12）問題点①

震災直後に「兵庫県南部地震により被災した神戸港
の復興の基本的考え方」（平成７年２月）を策定

※主要な港湾施設の復興の考え方、スケジュー
ル、支援体制等をまとめる。

港湾計画の基本的な事項に関する基準を定める省令（H12.12）

全国の港湾における耐震強化岸壁の配置等の考え方を提示した通達

大規模地震対策施設整備 基本方針（ ）

問題点①

物流ネットワークへ
障害が生じ、災害の
影響が広域化した。

大規模地震対策施設整備の基本方針（H8.12）

レベル２地震動を設計思想に導入

港湾の施設の技術上の基準の細目を定める告示(H12.12)問題点②

３大湾（横浜港、名古屋港、大阪港）に配置

浮体式防災基地を三大湾で整備開始（H10.11）
緊急物資輸送への
対応が遅れた。

臨海部における防災拠点の整備の促進、有効活用を目指すもので、
基本的な考え方を整理

臨海部防災拠点マニュアル（H9.3）

問題点③
港湾空間の有効活用
が不十分。

被災情報の共有、応急復旧

港湾の危機管理情報システムの開発（H12 1）

問題点④

情報収集・集約等に

2009/12/22 15

港湾の危機管理情報システムの開発（H12.1）

→ 通達やマニュアルの策定、省令の改正を行う

膨大な時間を要した。



２）国の主な施策

３．震災後に講じた施策

・被災市街地復興特別措置法(H7.2)

阪神 淡路大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関す

※大規模な火災、震災等の災害を受けた市街地について、計画的な整
備改善並びに復興に必要な住宅の供給のために必要な事項を定める。

・阪神・淡路大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関す
る法律(H7.3) ※地方公共団体等に対する特別の財政援助並びに社会保険の加入者等についての負担の軽

減、中小企業者及び住宅を失った者等に対する金融上の支援等の特別の助成措置を定める。

・地震防災特別措置法(H7.6)

建築物の耐震改修の促進に関する法律(H7 10)

※地震防災緊急事業五箇年計画の作成及びこれに基づく事業に係わる国の財政
上の特別措置、地震に関する調査研究の推進の為の体制の整備について定める。

・建築物の耐震改修の促進に関する法律(H7.10)
※特定建築物の所有者は、耐震改修を行うよう規定し、所管行政庁も指導、助言、指示を行う
とするもの。また、耐震改修を行う者は建築物の耐震改修の計画を作成しなければならない。

・密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律(H9.5)
※密集市街地について計画的な再開発による防災街区の整備を促進す
るために必要な措置を講ずる。（防災開発促進地区内の建替えの促進）

・基幹的広域防災拠点の検討(首都圏：H13.7～、京阪神圏：H14.3～)

その他 災害対策基本法 消防組織法の一部改正等

※H13.6 都市再生プロジェクト（第一次決定）を受けて検討開始。
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その他、災害対策基本法、消防組織法の 部改正等

→ 充実した法整備等が行われている



４．最近の港湾を取り巻く状況

１）大規模自然災害発生の切迫性

平成１４年４月 東海地震に関する地震防災対策強化地域の拡大（中央防災会議）

平成１４年７月 防災体制の強化に関する提言（中央防災会議・防災基本計画専門委員会）平成１４年７月 防災体制の強化に関する提言（中央防災会議・防災基本計画専門委員会）

平成１４年７月 「東南海・南海地震に係わる地震防災対策の推進に関する特別措置法」制定

１ 迅速な災害応急体制の確保

災害時には情報の集約及び共有化を行い、限られた人員
や様々な資源などを効果的に投入するため、関係機関間の
総合調整を迅速に行う必要総合調整を迅速に行う必要。
そのためには、災害発生前から、災害応急体制に関して

様々な観点から必要な措置を講じておくべき様々な観点から必要な措置を講じておくべき。

組織体制の強化 等
中央防災会議 防災基本計画専門調査会報告

「防災体制の強化に関する提言」（平成１４年７月）
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「防災体制の強化に関する提言」（平成１４年７月）



４．最近の港湾を取り巻く状況

全国に広がる観測強化地域、特定観測地域

• 昭和53年（1978年）に、地震を予知し、地震による災害を防止・軽減するこ
とを目的とした「大規模地震対策特別措置法」（以下「大震法」）が施行。

• 大震法において 国が観測強化すべきことを定めている
稚内

紋別

網走
留萌

石狩湾

対象港湾一覧

• 大震法において、国が観測強化すべきことを定めている。

根室

釧路

十勝

狩湾

小樽

苫小牧

室蘭

函館

青森 むつ小川原

八戸
能代 久慈

･･･特定重要港湾

･･･重要港湾

･･･観測強化地域

･･･特定観測地域

北海道東部

船川

秋田

久慈

宮古

釜石

大船渡

石巻

塩釜

相馬

小名浜七尾

両津
小木

新潟

酒田

秋田県西部・
山形県東北部

宮城県東部・
福島県東部

新潟県南西部・
長野県北部

直江津
小名浜

日立
常陸那珂

鹿島

大洗

木更津
千葉

東京
川崎

横浜

横須賀
清水

田子ノ浦

御前崎
三河

衣浦

名古屋
四日市

津松阪
和歌山下津

姫
路

東
播
磨岡

山
宇
野

水
島

　
　
　
　

福
山

尾
道
糸
崎広島

呉岩国

小野田　　　
宇部　　　　
三田尻中関
徳山下松

北九州
下関

伊万里
佐世保

郷 浦

　博多
唐津

西郷

境

浜田
三隅

舞鶴
敦賀

金沢

七尾

伏木富山

南関東・東海

島根県東部

衣浦

尾鷲日高

和歌山下津

橘高知

須崎

宇和島

坂出　　
高松

松山　　
今治　　
東予

苅田

細島　　
宮崎　　

志布志

鹿児島
川内

西ノ表

八代三角

三池
熊本

長崎

福江

厳原

郷ノ浦

神戸　　　　　　
尼崎西宮芦屋
大阪　　　　　　
境泉北　　　　
阪南

徳島小松島 運天

金武湾

名瀬

名古屋・京都・
大阪・神戸地区

伊予灘及び
日向灘
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宇和島

宿毛湾
東予　　
新居浜　
三島中津　　

別府　　
大分　　
津久見　
佐伯

油津西ノ表
那覇

金武湾
中城湾 平良

石垣

日向灘

出典：国土交通省資料図１ 対象港湾一覧



東海地震の発生の可能性

４．最近の港湾を取り巻く状況

• 東海地震は過去、１００年～１５０年の周期で繰り返し発生。

• 最後の地震が１８５４年に起きてから既に１４８年経過して、いつ東海地震
が起きてもおかしくない状況。

地震防災対策強化地域の拡大
想定規模の拡大により強化地域を8都県

が起きてもおかしくない状況。

想定規模 拡大 り強化地域を 都県
263市町村へ拡大
（平成１４年４月、中央防災会議）
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出典：中央防災会議図１ 想定震源域と地震防災対策強化地域

図２ 東海地震の空白域
： 拡大予定の強化地域



東南海・南海地震の発生の可能性
４．最近の港湾を取り巻く状況

• おおむね100-150年の間隔で発生、今世紀前半での発生が懸念されてい
る。中部圏、近畿圏等の防災対策を早急に確立していく必要。

想定震源域は 広範囲にわたり 太平洋側 帯で津波が発生する とが• 想定震源域は 広範囲にわたり、太平洋側一帯で津波が発生することが
特徴。

図１ 東南海、南海地震の想定震源域の概念図 図２ 東南海、南海地震 海岸の津波の高さ
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出典：中央防災会議



４．最近の港湾を取り巻く状況

２）テロ等保安対策の必要性

・海上物流の停滞・経済活動の停滞

東京湾における経済活動への影響

米国同時多発テ 事件の発生( )

国際的な枠組み

・東京圏への物流ルート切替による交通渋滞発生
・環境への悪影響の発生

代替輸送

米国同時多発テロ事件の発生(2001.9.11)

・米国における海事保安法の成立（2002.11.25）

東京港

代替輸送ルート
代替輸送ルート

千葉港

・国際海事機関における海上人命安全条約
の改正（2002.12）

東京国際空港

川崎港

代替輸送ルート
×

千葉港
国際海事機関（ＩＭＯ）において改正された
海上人命安全条約（ＳＯＬＡＳ条約）に基づく
港湾施設のセキュリティ対策の実施

沈船・油流出沈船・油流出横浜港

爆破、衝突爆破、衝突
航路の障害航路の障害

代替輸送ルート代替輸送ルート
×

爆破爆破
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代替輸送ルート代替輸送ルート

海上交通ｼｽﾃﾑの障害海上交通ｼｽﾃﾑの障害



５．港湾の防災の基本的な考え方

港湾における防災の目的と求められる機能

港湾の防災上の目的 港湾の機能の内容

港湾周辺地域の人命に

関わる被害を最小化

背後地域の安全性を確保
防波堤・防潮堤等の整備関わる被害を最小化

緊急物資、避難民等の輸送機能
耐震強化岸壁や関連臨港交通施設の耐震化

緊急物資等輸送の確保

耐震強化岸壁や関連臨港交通施設の耐震化

臨海部における防災拠点としての機能

耐震強化岸壁等に加え オ プ ペ 確保

他の地域を含む社会・

耐震強化岸壁等に加え、オープンスペースの確保

一定の幹線貨物輸送機能の確保他の地域を含む社会
経済的影響の最小化

定の幹線貨物輸送機能の確保
コンテナターミナル関連施設の耐震化等
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６．現状の整理と評価

１）危機管理体制の現状

我が国 災害対策関係法

災害対策基本法

カテゴリー 予防 応急 復旧・復興

我が国の災害対策関係法

地震

大規模地震対策特別措置法

地震財特法

地震防災対策特別措置法

激甚災害法

住宅金融公庫法

雇用保険法

産業労働者住宅資金融通

災害弔慰金の支給
等に関する法律

被災者生活再建支
援法

天災融資法

被災区分所有権建物
の再建等に関する特別
措置法

災害救助法

自衛隊法

警察法

消防法

火山 活火山対策特別措置法

建築物の耐震改修の促進に関する法律

密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律

防特

産業労働者住宅資金融通
法

労働者災害補償保険法

地方公務員災害保障法

国民生活金融公庫法

天災融資法

公共土木施設災害
復旧事業費国庫補
助の暫定措置に関
する法律

農林水産施設等災
害

地震保険に
関する法律

火山

風水害 水防法（河川法）

活火山対策特別措置法 防
災
の
た
め
の
集
団
移
転

特
別
措
置
等
に
関
す
る
法

中小企業金融公庫法

商工組合中央金庫法

中小企業信用保健法

農林漁業金融公庫法

自作農維持資金融通法

害復旧事業費国庫
補助の暫定措置に
関する法律

農業災害補償

農業共同組合法

台風常襲地
帯における災
害の防除に
関する特別措
置法

森林国営保
険法

森林組合法

地滑り

崖崩れ

転
促
進
事
業
に
係
る
国
の

法
律

砂防法

森林法

特殊土壌地帯災害防除及び振興臨時措置法

地すべり等防止法

治山 治水緊急措置法

自作農維持資金融通法

公立学校施設災害復旧国
庫負担法

被災市街地復興特別措置
法

土石流

豪雪

の
財
政
上
の

治山・治水緊急措置法

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推
進に関する法律

豪雪地帯対策特別措置法

災害被災者に対する租税
の減免、徴収猶予等に関
する法律

公共土木施設災害復旧事
業費国庫負担法
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豪雪

中央防災会議資料から引用



６．現状の整理と評価

行政主体間の役割分担

２つ以上の都道府県に

非常（緊急）災害
対策本部

指定公共機関
指定地方行政機関

指定公共機関
指定地方行政機関

２つ以上の都道府県に
またがる災害や大規模
な災害への対応は国 非常（緊急）災害

現地対策本部

市町村を越える災害へ
の対応は都道府県

都道府県災害対策本部

現地災害対策本部

市町村災害対策本部

第１次的には市町村

市町村災害対策本部

現地災害対策本部

警察官等
消防機関・水防団消防機関 水防団
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図１ 非常災害時の応急体制



６．現状の整理と評価

各分野における防災業務の役割

• 防災に関する国と地方公共団体との責任、役割分担を明確にし、施
策を講じている。

道路・河川 港湾 原子力

防災

体制

・都府県内に複数の事
務所が存在

・都府県単位で概
ね１つの事務所が
存在

・合同対策協議会を組
織（国、自治体等）し、
情報共有 緊急対応を・２４時間体制で情報連

絡の窓口を設置。

・施設を集中監視、情

存在

・特別な体制はな
し

情報共有、緊急対応を
行う

設 視、情
報を常時収集 ・施設情報は目視

中心

平常時 ・直轄管理業務 ・施設の整備 ・自治体と共同し防災平常時
の業務

直轄管理業務 施設の整備

・国有財産の保
有・管理の監督

自治体と共同し防災
訓練等を実施している

・原子力施設近くにオフ
サイトセンターを指定
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サイトセンタ を指定

・担当が一名常駐



６．現状の整理と評価

危機管理に関する取り組みの現状

・道路では、国が災害に関する情報を主体的に収集しており、情報の伝
達体制についても充実している。

危機管理に関する取り組みの現状

重要港湾 直轄国道

管理主体 港湾管理者（地方公共団体等） 国管理主体 港湾管理者（地方公共団体等） 国

監視体制
・国は防災の観点から特別の監視体
制をとっていない。

・国が24時間体制で情報連絡の窓口を

設置しており、各工事事務所に道路情
報室を設置。報室を設置。

情報の
収集体制

・国は事業実施（工事監督等）に必要
なデータ（気象、海象観測等）が中心。

写真 気象デ タ及び目視報告が中

・国が独自にデータの集中監視を行い、
情報を常時収集。

デ タ 写真に加え できるだけ動画を収集体制 ・写真、気象データ及び目視報告が中
心。

・データ、写真に加え、できるだけ動画を
活用。

情報の
・国は一般通信事業者の回線を使用。 ・専用の無線回線を設置。

輳 線等 が情報の
伝達体制

・災害時の通信輻輳等が不可避。

・光ファイバー通信は未整備。

・震災時に輻輳、断線等の恐れがない。

・光ファイバーケーブル(約13,000km)等、
多様かつ高性能な通信手段を確保。
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※重要港湾： 国際海上輸送網又は国内海上輸送網の拠点となる港湾その他の国の利害に重大な関係を有する港湾



６．現状の整理と評価

港湾管理の現状港湾管理の現状

• 港湾施設の管理は、港湾管理者（主に地方自治体）が実施する。

港湾管理の基本的な考え方

港湾施設の管理は、港湾管理者（主に地方自治体）が実施する。
（港湾法第１２条）

港湾法

第十二条 港務局は、左の業務を行う。

一 ～ 三 （略）

四 委託により、国又は地方公共団体の所有に属する港

平常時における役割であって被災時を想定しているものではない

湾施設（港湾の運営に必要な土地を含む。）であつて一般公
衆の利用に供するものを管理すること。

被災時の危機管理体制が十分ではない

•平常時における役割であって被災時を想定しているものではない。

• 被災時の危機管理体制が十分ではない。

• 被災時の国と港湾管理者の役割分担が不明確。

• 被災した港湾施設の情報を収集する手段は目視等が中心。

2009/12/22 27

被災した港湾施設の情報を収集する手段は目視等 中心。



６．現状の整理と評価

２）大規模地震対策施設等の整備の現状

耐震強化岸壁の整備状況

防災上、耐震強化岸壁が必要

耐震強化岸壁の整備状況

年度
耐震強化

岸壁
通常岸壁

最近の岸壁の着工数

防災 、耐震強 岸壁 必要
問題点

耐震強化岸壁は、通常の耐震性を有する
岸壁の費用の約１．４倍の費用がかかる

岸壁

平成１０年度 ０ ３

平成１１年度 ０ ２

平成１２年度 ２ ３平成１２年度 ２ ３

平成１３年度 １ ２

平成１４年度 １ ４

合計 ４ １４

耐震強化岸壁については、補助率の嵩上
げがなされていない。

①貨物量が多く見込める新規岸壁の計画策定時
・収益性が良い場合
費用対効果が良い場合

つまり・・・

合計 ４ １４

耐震強化岸壁の整備が進む場合

①貨物量が多く見込める新規岸壁の計画策定時
②老朽化した岸壁の更新時

・費用対効果が良い場合
（安くできる場合）

貨物量が見込める岸壁についてのみ耐震強化されてきた

多くの耐震強化岸壁は未整備

震

防災の目的で整備がなされていない。
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６．現状の整理と評価

耐震強化岸壁の整備状況

計画・整備状況 (平成１５年３月)

計画 完了 整備中

緊急物資輸送 336 140 28

バース数
用途

緊急物資輸送 336 140 28
国際海上コンテナ輸送

ストック量の３

割を目標 14 3

整備の地域格差

(平成１５年３月)

※特定重要港湾及び重要港湾の緊急
物資輸送対応の岸壁を対象

(平成１５年３月)

9

11

10

12

9

7

4 4

2
2

4

6

8

10
都
道
府
県
数
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0
0% １～２０％ ２１～４０％ ４１～６０％ ６１～８０％ ８１～１００％

整備進捗率（完了バース数/計画バース数）



６．現状の整理と評価

臨海部の防災拠点確保の状況

問題点

・阪神・淡路大震災において、耐震強化岸壁と一体となったオープン
スペースや臨港道路の耐震強化が臨海部において必要となった。

問題点 耐震強化岸壁を確保しても、背後の土地は既
に利用されており、災害時に必要なオープン
スペースを確保しにくい。

問題点

臨海部防災拠点
マニュアル

臨海部防災拠点マニュアルで考え方を整
理しているが、防災拠点の確保のための
効果的な手法がないため、防災拠点の計
画が進んでいない

問題点マニュアル
（平成9年3月）

　　　　 臨海部防災拠点 策定済み、
未策定 計

画が進んでいない。

臨海部防災拠点の計画の策定状況(H14.3)オープンスペースの確保が課題

耐震強化 策定中
未策定 計

整備済み、整備中 27 22 49

未整備 10 21 31

計 37 43 80計 37 43 80

防災拠点の確保を推進するための新たな手法の検討
・平常時から土地利用を誘導
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平常時から土地利用を誘導
・災害発生時の土地利用の規制
・災害発生時の土地の買い取り制度



６．現状の整理と評価

３）事例研究①：名古屋港

• 名古屋港を擁する愛知県は、人口696万人、製造業出荷額は34兆円で

名古屋港の立地する地域の概況

全国の第１位であり、輸送機械出荷額は全国の35％を占める。
• 名古屋港の2001年における取扱貨物量は1.5億トンで全国第２位。コン
テナ取扱個数は、187万TEUで、全国第４位。テナ取扱個数は、187万TEUで、全国第４位。

• 背後圏は中部地方を中心に全国の大半の都道府県に及ぶ。

H10生産地別船積港別貨物量（輸出）　名古屋 H10消費地別船卸港別貨物量（輸入）　名古屋

輸出 輸入

  ～  1
 1 ～  500

 500 ～ 1000
 1000 ～ 1500
 1500 ～ 2000
2000 2500

  ～  1
 1 ～  500

 500 ～ 1000
 1000 ～ 1500
 1500 ～ 2000

単位：トン 単位：トン

2000 ～ 2500
 2500 ～  

2000 ～ 2500
 2500 ～  
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資料：平成10年全国輸出入コンテナ貨物流動調査より作成図１ 名古屋港取扱コンテナ貨物の背後圏



想定地震と被災のシナリオ
６．現状の整理と評価

• 名古屋港に最も影響を及ぼすのは東南海地震。

• 東南海地震の被災地は愛知県、三重県、静岡県南部等。

• 名古屋港の震度ランクは５強～６弱 液状化ランクが極めて高いエリアが多い• 名古屋港の震度ランクは５強 ６弱、液状化ランクが極めて高いエリアが多い。

表１ 被災の想定
想定地震

東南海地震
1995年

表１ 被害想定
図１ 震度分布 図２ 液状化危険度

名古屋港周辺図 名古屋港周辺図
表１ 被災の想定被害項目

東南海地震
阪神大震災

地震の規模（マグニチュード） 8.1 7.2
揺れによる建物被害
（被災証明の全壊にほぼ相
当する棟数）

住宅 約17.6万棟 ※※約12.5棟
事業所数 約1.4万

火災による建物（住宅）被害 出火件数 約1,000件 ※261件火災による建物（住宅）被害
（焼失棟数、冬の夕方） 焼失棟数 約2.8万棟 ※※ 7,883棟

ライフラインへの影響（住宅）
（発生後の機能停止数）

上水道 約212万棟 ※約130万戸

電力 約93万戸 約260万戸

ガス 約214万戸 約86万戸

震度６強となる市区町村の危険物施設
数 約1.4万数

※消防庁
※※神戸市

（損害保険料率算出機構作成）
震度ランク 液状化の危険性が

極めて高い
液状化の危険性が高い

液状化の危険性はやや高い

液状化による危険性は少ない

液状化による危険性はかなり少ない

ガレキ発生量：約240万トン （神戸市発生量：781万トン）

名古屋市ガレキ発生量（想定）

全壊 ：約30,000棟（神戸市：67,421棟）

名古屋市仮設住宅（想定）

出典：地盤に対応した建築物の地震被害低減策検討調査報告書（平成11年度,愛知県）
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発 約 （神戸市発 ）
港湾区域での要埋立量：約100万トン （神戸港埋立：372万トン）

（阪神・淡路大震災での対応事例をもとに想定）

仮設住宅数 ：約14,000棟（神戸市： 32,346棟）
臨海地区仮設住宅数 ：約 2,000棟（神戸市： 5,238棟）

（阪神・淡路大震災での対応事例をもとに想定）



６．現状の整理と評価

名古屋港の耐震強化岸壁等
稲永埠頭 大江埠頭

ガ デンふ頭

稲永埠頭
用途：フェリー埠頭
水深：-8.5m
延長：260m×2バース（計画）

大江埠頭
用途：一般埠頭
水深：-10m
延長：185m

潮凪埠頭

稲永・
潮凪ふ頭

ガーデンふ頭

船見ふ頭

昭和ふ頭

大江ふ頭 ガーデン埠頭
用途：旅客船埠頭
水深：-10m
延長：185m

潮凪埠頭
用途：一般埠頭
水深：-7.5，-10m
延長：130m，185m

国道２３号

木場金岡ふ頭

船見ふ頭

鍋田埠頭
用途：コンテナバース
水深：-14m
延長：350m×2バース

潮見ふ頭

新宝ふ頭

弥富ふ頭 飛島ふ頭

金城ふ頭

（1B既設、1B計画）

伊勢湾自動車道

東海元浜ふ頭

弥富ふ頭 飛島ふ頭

鍋田ふ頭

ポートアイランド

＜耐震化の状況＞

• 耐震強化岸壁（緊急物資輸送対応）は３バース
のみ（計画は６バース）

• 耐震強化岸壁（国際海上コンテナ対応）は計画

飛鳥埠頭（南側）
用途：コンテナバース
水深：-15～-16m
延長：350m×2バース
（1B工事中、1B計画）

耐震強化岸壁（計画）

耐震強化岸壁（既設）

耐震強化・補強をしていない橋梁
（工事中、計画含む）

耐震強化・補強済橋梁
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北浜ふ頭

耐震強化岸壁（国際海上コンテナ対応）は計画
のみで、４バース

• 臨港道路は、各埠頭へ通じる橋梁が少なくても
１つは耐震化

耐震強化・補強済橋梁

緊急輸送道路

緊急輸送道路（事業中）

港湾管理事務所



６．現状の整理と評価

名古屋港被害発生シナリオ－名古屋港における課題等
• 耐震強化岸壁直
背後のオープン
スペースひっ迫橋梁被災

• 被災直後は耐震強化岸壁は半日程
度の点検の後、着岸可能となるが、
その他は使用不可。

• 緊急輸送道路の確保及び主要橋梁
の耐震化により、被災当日も緊急物
資や ンテナの搬出入は可能

• 被害現場の
確認困難

稲永・
潮凪ふ頭

ガーデンふ頭

船見ふ頭

昭和ふ頭

大江ふ頭

• 交通混雑の発生

資やコンテナの搬出入は可能。

国道２３号

潮凪ふ頭

木場金岡ふ頭

船見ふ頭

潮見ふ頭

新宝ふ頭

金城ふ頭

橋梁被災

伊勢湾自動車道

東海元浜ふ頭

弥富ふ頭 飛島ふ頭 • コンテナ貨物の積み卸し不可能
• コンテナ貨物の滞留

耐震強化岸壁（計画）

• 海中障害物存在
の可能性

•液状化発生し、コンテナが滞留
•港湾関連用地の流通センター等が被災

耐震強化岸壁（既設）

コンテナバース被災

橋梁被災

耐震強化・補強済橋梁

被害発生想定地域 ポートアイランド
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北浜ふ頭

緊急輸送道路

緊急輸送道路（事業中）

港湾管理事務所



６．現状の整理と評価

４）事例研究②：仙台塩釜港

• 仙台塩釜港を有する宮城県は、人口235万人で、東北６県では近年同県
のみ人口が増加、仙台市は東北地方唯一の政令指定都市。
仙台塩釜港は東北地方随 の流通港湾で 背後圏は東北 円に及ぶ• 仙台塩釜港は東北地方随一の流通港湾で、背後圏は東北一円に及ぶ。
主な取扱品はフェリー貨物、石油類、鉄鋼、コンテナなど。

• 2002年のコンテナ取扱個数は、10.4万TEUで、東北地方第一位。
国際定期航路は 北米を含め週５便

生産地別船積港別貨物量（輸出） 仙台（塩釜） H10消費地別船卸港別貨物量（輸入）　仙台（塩釜）

• 国際定期航路は、北米を含め週５便。

  ～  1
 1 ～  500

 500 ～ 1000
 1000 ～ 1500

  ～  1
 1 ～  50

 50 ～ 100
 100 ～  

輸出 輸入
単位：トン 単位：トン

1500 ～ 2000
 2000 ～ 2500
 2500 ～  
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資料：平成10年全国輸出入コンテナ貨物流動調査より作成

図１ 仙台塩釜港取扱コンテナ貨物の背後圏



想定地震と被災のシナリオ

６．現状の整理と評価

• 仙台塩釜港に最も影響を及ぼすのは、長町－利府断層による地震。

• 仙台塩釜港では震度６弱、液状化の危険性は、高砂ふ頭で高い。

• JR仙台駅周辺の市街地は、震度６強で液状化の危険性が極めて高い。

表１ 被害想定 図１ 震度分布 図２ 液状化危険度

仙台市計

建物全壊 18,068

うち木造棟数 14,343

JR JR

建物半壊・中破棟数 33,619

うち木造棟数 30,255

焼失棟数 10,102

死者数 1 032

仙台港区

仙台駅

国道45号

仙台塩釜港

仙台駅

国道45号
仙台

塩釜港

資料 宮城県地震被害

冬
・夕

死者数 1,032

負傷者数 13.254

うち重傷者 1,290

長期避難者 179,319

仙台駅 仙台駅

高砂ふ頭

ガ

仙台市ガレキ発生量（試算） 仙台市仮設住宅（試算）

資料：宮城県地震被害

想定調査業務に関する

報告書,H９.３ 宮城県

（長町-利府断層による地
震）

（長町-利府断層による地
震）
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ガレキ発生量：約200万トン （神戸市発生量：781万トン）
港湾区域での要埋立量：約100万トン （神戸港埋立：372万トン）

（阪神・淡路大震災での対応事例をもとに試算）

全壊 ：約18,000棟（神戸市：67,421棟）
仮設住宅数 ：約 8,600棟（神戸市： 32,346棟）
臨海地区仮設住宅数 ：約 1,400棟（神戸市： 5,238棟）

（阪神・淡路大震災での対応事例をもとに試算）



仙台塩釜港における被害と課題等

６．現状の整理と評価

• 仙台港区のバースの多くは被災するが、コンテナバースは稼動。

• 緊急輸送物資等は隣接県等より、陸上輸送で生産地・消費地に搬入。

• 仙台市中心部では被害が多いため 人々は港湾内のオープンスペースへ移動す• 仙台市中心部では被害が多いため、人々は港湾内のオ プンスペ スへ移動す
ることが想定。

仙台港は他の輸送機関と整合を取りつつ 市街地を支援する機能を分担• 仙台港は他の輸送機関と整合を取りつつ、市街地を支援する機能を分担。

• 仙台市街地の被災者受入のため、コミュニティ防災センター等が必要。

防

県道仙台塩釜線

JR

防

県道仙台塩釜線

JR

防
仙台港

防
仙台港・広いオープン

スペース
液状化被害は

コミュニティ防災
センタ 等の整備

国道45号線 国道45号線

防

防

＜耐震化の状況＞

• 耐震強化岸壁は 現在１バースが整備済み

防

防

・液状化被害は
少ない 高砂地区

コンテナバースは
稼動

仙台市の被災者が港湾内
へ移動する可能性

耐震強化岸壁（計画中）

耐震強化岸壁（既設）

被災バース

センター等の整備
耐震バースの整備
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• 耐震強化岸壁は、現在１バースが整備済み。
• 計画では、緊急物資輸送対応岸壁３バース予定されて
いる。

へ移動する可能性

図１ 仙台塩釜港の耐震強化岸壁等
図２ 仙台塩釜港被害発生シナリオ

被災バ ス

コミュニティ防災センター

避難場所

防



７．現状の課題

震災後に講じた施策３．震災後に講じた施策
１）国土交通省港湾局の施策
２）国の主な施策

１．阪神・淡路大震災の教訓
• 物流ネットワークへ障害が生じ、

災害の影響が広域化した。
急物資輸送 応が れ

４．最近の港湾を取り巻く状況
）大規模自然災害発生 切迫性

• 緊急物資輸送への対応が遅れ
た。

• 港湾空間の有効活用が不十分。

被災施設の状況把握に時間を要 １）大規模自然災害発生の切迫性
２）テロ等保安対策の必要性

• 被災施設の状況把握に時間を要
した。

７．現状の課題
１）広域物流ネットワ クを確保するための方策が講じられていない１）広域物流ネットワークを確保するための方策が講じられていない
２）施設の耐震強化に関する進捗が遅い
３）防災拠点の整備が進まない３）防災拠点の整備が進まない
４）危機管理体制が不十分である
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８．必要な施策

【現状の課題】
【必要な施策】

①危機管理体制に関する施策

１．広域物流ネットワークを確保する
ための方策が講じられていない

１）危機管理体制の確立
・情報収集・伝達に必要な人員の配置

①危機管理体制に関する施策

・マニュアルの整備等

２）情報通信システムの構築

２．施設の耐震強化に関する進捗
が遅い

３．防災拠点の整備が進まない

４．危機管理体制が不十分である ・緊急時に被災情報（画像、数値情報）、利用
情報の収集が可能となるシステム

３）情報の一元化による災害時の港湾
機能の確保
・被災港湾及び施設情報、他の港湾の施設情

震強 岸壁 整備促進

②大規模地震対策施設整備に関する施策

【必要な施策】

被災港湾及び施設情報、他の港湾の施設情
報を収集し、物流関係者に対し迅速な輸送網の
復旧に資する情報を提供する

１）耐震強化岸壁の整備促進
・防災目的の港湾施設の事業制度

２）防災拠点の整備促進２）防災拠点の整備促進
・緊急時における土地利用の規制、誘導

に関する制度

防災拠点区域の設定
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・防災拠点区域の設定

・浮体式防災拠点の有効活用（広域利用）



８．必要な施策

２）情報通信システムの構築

人員の派遣の検討
監督測量船の派遣

・迅速な復旧対応を行うため、被災情報を収集する。 財務当局への
被災状況説明、

予算確保

地方整備局

本省

被災していな
い近隣港湾

監督測量船の派遣

被災情報・利用状況等港湾管理者

工事事務所

・被災情報の把握
・官邸への情報提供

動画、静止画、
数値情報等

工事事務所
本省、事務所、
管理者の連携

・被災情報の把握
・瓦礫処分の調整

港湾管理者

マスメディア
での広報

被災地

主として

管理者整備

関係機関との密接な情報のやり取り

管理者の連携

広報、関係
機関の連携機関 携
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バース状況 荷役施設等状況倉庫等利用状況

気象庁・海上保安庁・地方運輸局・道路・河川部局
その他の行政機関の防災関連情報



８．必要な施策

３）情報の一元化による災害時の港湾機能の確保

・港湾施設の被災情報、施設の利用状況を収集し、情報を一元的に管理す
ることにより、物流ネットワークの再編を誘導する。

通常時の情報
港湾施設の整備状況
事業者の利用状況

情報一元化
常時

想定される災害

災害時の情報 国災害時 情報
港湾施設の被災状況
施設の利用可能状況

国非常時

物流ネットワークの再編の誘導

情報提供要請要請

物流ネットワ クの再編の誘導

協力要請
○輸出入貨物の受け入れ

情報提供による誘導
○被災港湾の使用可能・

緊急復旧の要請
○国際・国内海上輸送

被災港湾管理者 隣接港湾管理者 物流関係者等
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○緊急物資の荷さばき
○避難民の受け入れ

不能施設情報
○他の隣接港湾における
施設の利用状況

ネットワーク上重要な
施設等



９．主な論点

必要な施策案と国と港湾管理者の役割分担について
【必要な施策】

①危機管理体制に関する施策

１）危機管理体制の確立

②大規模地震対策施設整備に関する施策

【必要な施策】

１）耐震強化岸壁の整備促進

・情報収集・伝達に必要な人員の配置

・マニュアルの整備等

２）情報通信システムの構築

２）防災拠点の整備促進

・緊急時における土地利用の規制、誘導に関

・防災目的の港湾施設の事業制度

）情報通信シ テ 構築

・緊急時に被災情報（画像、数値情報）、
利用情報の収集が可能となるシステム

３）情報の一元化による災害時の港湾機能の

する制度

・防災拠点区域の設定

・浮体式防災基地の有効活用（広域利用）
３）情報の 元化による災害時の港湾機能の
確保

・被災港湾及び、他の港湾の施設情報を収集
し、物流関係者に対し迅速な輸送網の復旧に
資する情報を提供する

【国と港湾管理者の役割分担】

資する情報を提供する

【国と港湾管理者の役割分担】
・複数の都道府県にまたがる広域的な災害発生時の国の果たすべ
き役割

・平常時と緊急時の国と港湾管理者の役割分担
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平常時と緊急時の国と港湾管理者の役割分担
・平常時から港湾施設の状況について、国と港湾管理者が情報共有
を行う必要性



参考資料参考資料
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１．阪神･淡路大震災の教訓
①広域物流ネットワーク確保上の問題点

参考事例１：自動車メ カ （国内外他港への切替）

• 震災前は、神戸港・大阪港経由でコンテナを輸出。

• 震災後は 博多港 門司港 大阪港 釜山港経由でコンテナを輸出

参考事例１：自動車メーカー（国内外他港への切替）

震災後は、博多港、門司港、大阪港、釜山港経由でコンテナを輸出。

• 大阪港では貨物が集中したため、港湾内外において混雑が発生。

• 結果、輸送時間が増加。

震災前 震災後

コンテナ
40t×5,500個/年

釜山港

神戸港

門司港

大阪港

博多港

大阪港

広島県
自動車メーカー

広島県
自動車メーカー

広島港 広島港

コンテナ
40t×5,500個/年

在来船
大阪港

在来船

50%

20％

大阪港

コンテナ船

80%
コンテナ船

20％

10％

コンテナ船

20％
20％

内航

外航
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図１ 震災前後のルートの変化（自動車メーカーの例）

北米などへ輸出
北米などへ輸出

北米などへ輸出
北米などへ輸出北米などへ輸出

北米などへ

外航



１．阪神･淡路大震災の教訓
①広域物流ネットワーク確保上の問題点

考

• 震災前は、神戸港経由で輸出・移出。輸出は主にＫＤ製品でコンテナ輸送。

震災後 大 港経由 輸 移

参考事例２：自動車メーカー（コンテナ船から在来船利用へ切替）

• 震災後は、大阪港経由で輸出・移出。

• 結果、

・輸送ルート変更に伴うコストアップ。輸送 変更 伴う 。

・大阪港のふ頭施設の制約により、輸出は、コンテナ船から在来船へと変更。荷姿
はコンテナから木箱に切替となり、非効率な輸送による追加コスト発生。

震災後震災前 震災後震災前

神戸港

大阪港 名古屋

京都工場
池田工場

神戸港

大阪港 名古屋

京都工場
池田工場

関東・東北等に移出在来船

コンテナ船

関東・東北等に移出在来船

コンテナ船
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図１ 震災前後のルートの変化（自動車メーカーの例）
北米などへ輸出 陸上輸送

内航

外航

コンテナ船
北米などへ輸出



１．阪神･淡路大震災の教訓
①広域物流ネットワーク確保上の問題点

考

• 松山工場では、震災前は、神戸港経由でコンテナを輸出。

震災後は 釜山港等経由の トに切り替え その後 神戸港を利用しない

参考事例３：繊維メーカー（釜山港への切替）

• 震災後は、釜山港等経由のルートに切り替え、その後、神戸港を利用しない
ルートが定着。

震災後（数 月後 現
在）

震災後（数ヶ月後・現
在）

コンテナ船
に積替

釜山港

震災前

コンテナ船
に積替

松山港

松山工場

在来船

ンテナ船

松山港 神戸港

松山工場

在来船

コンテナ船

コンテナ船
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図１ 震災前後のルートの変化（繊維メーカーの例）

北米などへ輸出
北米などへ輸出 陸上輸送

内航

外航



１．阪神･淡路大震災の教訓
①広域物流ネットワーク確保上の問題点

神戸港の機能停止は地場産業も直撃神戸港の機能停止は地場産業も直撃

• 播州地方の織物産地では、神戸港の機能停止で輸出がストップ、原糸の手
当てもできず資金繰りが悪化当てもできず資金繰りが悪化。

• 東灘区の精糖メーカーの工場では埠頭施設、道路等の復旧に長期間を要
するため、３ヶ月間生産を他社に委託。

Ｕ社 東京都下、
岡山県下の工場

播州織：全生産量の

35％を輸出（Ｈ14.3）

Ｔ社 神戸工場
３ヶ月生産停止

生産委託

Ｖ社 横浜工場

神戸港

西脇市

中国、香港へ
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（財）北播磨地場産業開発機構資料より引用

図 精糖メーカーＴ社の他社への生産委託
図 播州織の輸出



１．阪神･淡路大震災の教訓
①広域物流ネットワーク確保上の問題点

参考事例３：自動車メーカー

（自社の生産・出荷停止 海外生産拠点の生産計画にも影

• 震災前は、神戸港経由でコンテナを輸出。

• 震災後は 空コンテナとエンジン梱包用のラックが確保できず 一時 生産・

（自社の生産 出荷停止、海外生産拠点の生産計画にも影
響）

• 震災後は、空コンテナとエンジン梱包用のラックが確保できず、 時、生産・
出荷停止。その後、空コンテナのある京浜港のコンテナヤードを代替港に選
定し、内航コンテナ船により、空コンテナ・実入りコンテナの輸送を実施。

結果• 結果、

・海外KD生産拠点の生産計画にも影響。

・マレーシア工場：１ ５００台減（年間生産台数１２５ ０００台の1 2％に相当）マレ シア工場：１，５００台減（年間生産台数１２５，０００台の1.2％に相当）

・タイ工場：１２５台減（年間生産台数７，８００台の1.6％に相当）
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１．阪神･淡路大震災の教訓
①広域物流ネットワーク確保上の問題点

震災前 震災後

陸上輸送

内航

外航

水島工場

京都工場

舞鶴港 水島工場

京都工場

舞鶴港

大阪港

神戸港

名古屋港
在来船

東京港
大阪港

神戸港

名古屋港

東京港
横浜港

コンテナ船

内航コンテナ船によるピストン輸送

空コンテナ実入コンテナ

北米などへ輸出

コンテナ船

コンテナ船
コンテナ船

北米などへ輸出
北米など 輸出

図１ 震災前後のルートの変化（自動車メーカーの例）

北米など 輸出
北米などへ輸出

北米などへ輸出
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１．阪神･淡路大震災の教訓
④危機管理体制の問題点

神戸港工事事務所では、携帯電話の
バ リ 不足や 建物倒壊 懸念

通信手段の断絶の実態

地方整備局
（第三港湾建設局）

本省

工事事務所

NTT回線（同）

マイクロ回線

NTT回線（含む災害優先電話）
バッテリー不足や、建物倒壊の懸念
等による災害時優先電話の利用不能
状態により、２時間余にわたり通信手

段の確保が困難に。

港湾管理者
NTT回線（同）

徒歩
神戸市港湾局では携帯電
話等を主体に通信手段を
確保。

関係者

徒歩

NTT回線（同）

確保。

携帯電話

地先の状況把握

神戸港埠頭公社では一般電
話に依存。不通のため、徒

歩による連絡体制。
電話局の電源は18日午前中に復旧。
電話線の応急復旧も１月末までに終了。
しかし、「輻輳」により電話が通じにくい

NTT回線について

しかし、 輻輳」により電話が通じにくい
状態が続いた。
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４．最近の港湾を取り巻く状況

３）物流の広域化

• アジアを中心に、AV製品部品、自動車・二輪車のノックダウン製品の貿易
量は増加傾向

海外との中間製品の貿易の拡大

量は増加傾向。

• 震災等による物流機能の低下の影響は、各国経済にも波及。

350 000CIS･中欧･東欧 45

200,000

250,000

300,000

350,000

額
(百

万
円

）

アジア
162,107

中東 14,420

西ヨーロッパ
9,421

CIS 中欧 東欧 45

北アメリカ 13,613

中南米
100,862

オセア ア

アフリカ 31,207
タイ 17,981

マレ シア 54 899

0

50,000

100,000

150,000

輸
出

金
額

1999 2001

オセアニア
331

マレーシア 54,899

インドネシア 16,682

図２ ノックダウン製品の
輸出量の推移

図１ 各国へのノックダウン製品の輸出動向：
輸出金額（100万円）
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４．取り巻く状況
３）物流の広域化

主要港湾の背後圏の拡大

• 道路整備とも相まって、主要港湾の後背圏は拡大傾向。震災時の広域への影響
がより顕著なものとなる懸念。

主要港湾の背後圏の拡大

• 名古屋港での輸入貨物量及び名古屋港を利用している貨物の消費先の増大。

800000

1000000

H10消費地別船卸港別貨物量（輸入）　名古屋

  ～  1
 1 ～ 1000

1000 2000

（単位：トン)

400000

600000

800000 1000 ～ 2000
 2000 ～ 3000
 3000 ～ 4000
 4000 ～ 5000
 5000 ～ 6000
 6000 ～  

0

200000

平成元年 平成５年 平成１０年

図１ 名古屋港輸入 ンテナ貨物の消費先の広がり

平成元年 平成 年 平成 年

輸入貨物量合計（トン）
港湾利用都道府県分布
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図１ 名古屋港輸入コンテナ貨物の消費先の広がり



港湾法においては 広域物流ネ トワ ク維持の観点からの応急措置 港湾施設の耐

港湾の災害対策の法令
６．現状の整理と評価

予 防 応 急 復旧・復興カテゴリ－

港湾法においては、広域物流ネットワーク維持の観点からの応急措置、 港湾施設の耐
震強化、防災拠点の確保等のための実効的措置が不充分。

予 防 復 復興

災害対策基本法

地

大規模地震対策特別措置法（地震防災対策強化地域
の指定、施設計画の作成）

災害救助法

自衛隊法

地

震
港湾法

地震財特法（施設計画の作成）

地震防災対策特別措置法（施設計画の作成）
警察法

消防法

港湾法

激甚災
害法

公共土
木施設

災害復
旧事業
費国庫

港湾計画基準省令（復旧・復興に資する港湾施設の計画
策定義務付け）⇒港湾計画作成（港湾管理者）

風
水

港湾の開発、利用及び保全並びに

開発保全航路の開発に関する基本方
針⇒港湾計画作成（港湾管理者）

費国庫
負担法

港湾施設の技術基準省令

策定義務付け）⇒港湾計画作成（港湾管理者）

水
害

火
山

海 岸 法
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山
その他



６．現状の整理と評価
３）事例研究①：名古屋港

輸送機械企業の物流への影響
ヒアリング結果

• 震災時には安全確保のため、工場の操業を一旦停止することが決められている。

• 輸出ルート変更の必要性及び具体ルートは未検討だが、以下の問題が想定。

輸送機械企業の物流への影響

– 自動車航送船に収用する完成車（4,000～5,000台）の積み卸しスペースの確保

– コンテナバースの確保（コンテナ輸出量：約300本／日）

通常時
震災直後

コンテナ岸壁被災
但し 耐震強化岸壁は利用可能

公共岸壁

専用岸壁

豊田市工場

名古屋港

公共岸壁

九州へ

陸送

RoRo船

陸送

専用岸壁

但し、耐震強化岸壁は利用可能

豊田市工場

名古屋港

専用岸壁
被災

安全確保のため
操業停止

陸送

専用岸壁

衣浦港

専用岸壁

衣浦港

陸送

三河港

専用岸壁

コンテナ船
300本/日

自動車航送船

陸送部品

陸送完成車

自動車航送船

三河港

自動車航送船 専用岸壁
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専用岸壁

北米などへ輸出

自動車航送船
4,000～5,000台/船

北米などへ輸出

外航部品

外航完成車

内航部品関東以北
へ移出

自動車航送船
4,000～5,000台/船

専用岸壁

北米などへ輸出

内航完成車



想定されるシナリオ

６．現状の整理と評価

３）事例研究①：名古屋港

・工場は点検後稼動し、被災前の輸出量を維持する。

• 他港への移行に伴うコスト増や、名古屋港周辺での混雑によるコスト増等が想定

想定されるシナリオ

部品 ：一部は名古屋耐震強化岸壁から輸出。
残りは 横浜港 大阪港等のコンテナ岸壁 移行

他港 移行 伴う 増 、名古 港周 混雑 増等 想定
される。

豊田市工場

豊田市工場
通常時 震災後

残りは、横浜港、大阪港等のコンテナ岸壁へ移行
完成車：三河港、横浜港、大阪港等へ移行。

公共岸壁
耐震

強化岸壁

陸送
陸送 陸送

陸送

陸送

公共岸壁

大阪港大阪港
横浜港

強化岸壁

三河港

専用岸壁
三河港

専用岸壁

専用岸壁

陸送

コンテナ船

陸送名古屋港 名古屋港

コンテナ船
300本/日

自動車航送船
4,000～5,000台/船

北米などへ輸出

自動車航送船

自動車航送船コンテナ船
コンテナ船

自動車航送船

陸送部品

陸送完成車
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北米などへ輸出
北米などへ輸出 北米などへ輸出

北米などへ輸出

北米などへ輸出北米などへ輸出

外航部品

外航完成車



さまざまな主体が関わる港湾

港 域（港則法、関税法等）

路

港長（港内の交通安全）
税関長（税に関するもの） 等

航

港湾区域
（港湾法）

海

路
漁港管理者

漁港区域（海側）
（漁港漁場整備法）
※通常、港湾区域と
は重複しない。

海
側

ﾊﾞ ｽ

泊地

ﾊﾞｰｽ ﾊﾞｰｽ

泊地
泊地

ﾊﾞｰｽ

泊地

水際線
漁港区域（陸側）
（漁港漁場整備法）

公共ﾀｰﾐﾅﾙ

ﾊ ｰｽ

緑地

ﾊ ｽ

民間企業
（専用ﾊﾞｰｽ）
(自動車ﾊﾞｰｽ、石油ｺ
ﾝﾋﾞﾅｰﾄ等)

ﾊ ｽ

埠頭公社

ﾀｰﾐﾅﾙ

港湾隣接地域
（港湾法）
≒海岸保全区域
(海岸法)

内航ﾀｰﾐﾅﾙ

ﾊ ｰｽ

外航 ﾀｰﾐﾅﾙ

臨 港 地 区（港湾法）

陸
側 船会社等に専用貸付け

臨港道路

(海岸法)

臨 港 地 区（港湾法）

・・・主として公共（国、管理者）
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民間企業 公共（国、管理者） 埠頭公社 船会社等 港湾管理者 ・・・港湾管理者による管理区域

が整備する施設


